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研究成果の概要（和文）：聞き取り調査、福岡県・福島県・北海道・東京都への現地調査、文献資料の分析によ
り、次の二点が明らかになった。①日本の地方における水素社会に対する基本的なビジョンおよび考え方の特
徴、再生可能エネルギーおよびエネルギー地産地消の普及に対する期待、また国の水素社会のビジョンとの差異
点、②あらゆる水素製造方法および利活用方法の導入拡大に伴う課題。また、技術面で水素の製造および利活用
が可能だとしも、現時点で社会における水素の需要が低く、また製造の経済性という問題も明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Through semi-structured interviews in Fukushima Prefecture, Fukuoka 
Prefecture, Hokkaido and Tokyo and document analysis this research clarified the following two 
points: 1) The general nature of visions of a hydrogen society, expectations about how hydrogen can 
promote diffusion of renewables and local production/consumption of energy, and how these differ to 
the national vision 2) challenges in upscaling various forms of hydrogen production and utilisation.
 Overall, it became clear that producing hydrogen is technically feasible but utilization is 
currently difficult given a lack of societal demand for hydrogen and cost restraints. 

研究分野： エネルギー政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、日本のみならずドイツ、アメリカ、中国などの外国において再生可能エネルギーの導入拡大、発電・産
業・交通手段を含めたエネルギーシステムの脱炭素化を図る上で、水素と燃料電池に対する関心が高まってお
り、その普及に向けて世界的にあらゆる取り組みが行われている。日本は、益々展開していく水素のグローバル
市場を先行しているが、本国における水素社会の実現に向けた取り組みの成果と課題を分析して教訓を抽出する
ことは、日本のみならず国際社会の脱炭素化を加速させる上で重要だと考えられる。また、日本の先進的な事例
を実証的に研究することにより、エネルギー・サステナビリティ転換という学術分野への示唆も得られた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

日本は、主に４大都市圏を中心に水素ステーションなどといったインフラを整えつつ、燃料電池

自動車（FCV）およびエネファームなど、既存の水素関連技術の大幅な導入を図っており、安価

かつ大量の水素を製造するために海外の未利用の化石燃料資源由来の水素のサプライチェーン

の実現化に向けた実証事業が始まろうとしている。一方、地方では、FCV やエネファームの普及

のために必要な条件（人口密集地や都市ガス網羅の整備等）は必ずしも揃っていないが、多くの

再生可能エネルギーの資源は豊富にある。そのため、その資源を活用して水素を製造する上で大

きな可能性を持っている。しかし、再生可能エネルギー由来の水素は、具体的に如何にして製造・

利活用すれば経済的、環境的な両面で合理的な社会技術的システムおよびビジネスモデルを構

築することが可能なのかは、非常に大きな課題である。 
 
 
２．研究の目的 

そこで本研究では、水素社会の実現を目指している福岡県・福島県・北海道を対象として次の４

つの課題に取り組むこととした。 

（１） 如何なる水素社会のビジョンが構築されているのか、それは如何にその地方の風土、

 資源、エネルギーのニーズなどを表しているのか。 

（２）  政策、社会制度、実証事業などを踏まえて具体的に如何なるイノベーションが生まれ

 ているのか。それは如何なる水素の製造過程、サプライチェーン、利活用方法（つま

 り、輸送手段や産業用発電など）を目指し、如何なる形でその地域の条件に適合して地

 産地消型グリーン水素のシステム構築に貢献するのか。  

（３） 地元自治体、企業、研究機関、団体の関係者は、その地域のニーズに適合した、理想的

 な地産地消型のグリーン水素社会として、具体的に如何なる要素を重要視しているの

 か。また、実際に行われている取り組みは、どの程度これらのニーズに応えているの

 か。 

（４） その地域の特性と特定のニーズに適合した地産地消型の水素社会の実現に向けた

 イノベーションを推進するに当たり如何なる障壁が生じるのか、制度設計・政策面

 でそれらの解決として如何なる対策が求められているのか。 
 
 
３．研究の方法 

地方の動きを把握するために、福岡県および北海道の動向を踏まえつつ、主に福島県におけるエ

ネルギー転換の中で水素が果たしている役割と課題を分析した。研究の方法としては資料分析、

現地調査、聞き取り調査、データベースの構築・分析を通じてあらゆる定性的・定量的な両面か

らデータの収集・分析を行った。資料分析に関しては、日本政府、地方自治体、研究機関などに

よって発表された資料を分析した。聞き取り調査に関しては、日本政府、地方自治体、研究機関、

民間企業の事業担当者や政策立案者を対象とした。また、現地調査に関しては、実際に水素を製

造・利活用している実証事業および政府や研究機関や企業などによって開催されたセミナー・シ

ンポジウムに参加して情報収集を行った。これらのデータを整理する上で、定性的データソフト

ウェアを活用して、共通なテーマと課題を特定化するためにコーディングを行った。 
 
 
４．研究成果 

研究課題（１）に関して福島県の事例を挙げると、日本の地方は、水素そのものの普及というよ

りは、水素の製造・利活用により再生可能エネルギーの導入を目指している。つまり、水素の導



入拡大は目的というより「手段」であるため、いわゆる「水素社会」の土台となるのは、再生可

能エネルギーの導入拡大となる。したがって、水素の普及がまだ困難という現時点で再生可能エ

ネルギーの導入拡大の妨げとなっているあらゆる制度・法律・規制の面での障壁に取り組むこと

は重要だという現状が明らかになった。研究課題（２）として水素の製造方法に関しては、風力

や太陽光発電などを使った Power-to-gas、家畜糞尿や下水汚泥を使ったバイガスの改質の実証

事業が全国的に盛んに行われている。これらの事業により、現時点で水素の大量かつ安定的な生

産が困難だとしても、せめて技術面においては水素製造が十分可能だということは立証されて

いる。しかし、人口密度が低い地方において、水素燃料電池自動車などを始めとした水素関連技

術が社会的に普及していないため、水素をその地域で活用することは非常に困難だということ

も示唆されている。その結果、今後数年の間には、水素技術の技術開発を継続することも重要だ

が、日本の地方において水素というよりは大規模化によるコスト低減に向けて再生可能エネル

ギーの導入拡大を第一に推進するべきだという必要性も示唆された。 
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